（別紙）報告様式1
一般社団法人　愛知県農業会議 農政課 鈴木宛
（E-mail:t_suzuki@nougyoukaigi.or.jp ／FAX:052-953-0399）
平成29年度農林関係税制改正に関する要望
平成28年　　月　　日
農業委員会名:                  
担当者氏名  :                  
	要望内容

	

	税目･関係条文
	

	要望理由
・背景等

	

	活用実績
(新規･拡充の 　　
場合は記入不要)
	（適用市町村数､適用件数､適用金額について具体的に記入して下さい）


	期待される
効果

	

	参考となる
事項(要望経過、調査結果等)

	


（別紙）報告様式2
一般社団法人　愛知県農業会議 農政課 鈴木宛
（E-mail:t_suzuki@nougyoukaigi.or.jp ／FAX:052-953-0399）
都市農業振興に向けた税制上の特例措置の創設について
平成28年　　月　　日
農業委員会名:                  
担当者氏名  :                  
	【参考】
○市街化区域内の農地の固定資産税は宅地並評価・宅地並課税を基本。ただし、生産緑地は農地評価・農地課税(30年間の農地管理義務と開発規制)
○市街化区域内の相続税納税猶予適用対象農地は、原則貸借不可。三大都市圏特定市(生産緑地)は終身営農、その他は20年の営農継続が必要。
○基本計画案では、保全すべき都市農地の保有コストの低減や、生産緑地の貸借に伴う相続税納税猶予の特例等について検討を行うこととしている。

	


